
 

 

大田原市公共施設予約システム構築業務に関する公募型プロポーザル募集要領 

 

１．目的 

大田原市がサービスを提供する公共施設の貸し出しにおいて、予約から料金の

支払いまでの手続きをオンラインで完結できるシステムを構築し、利用者の利便

性向上と職員の業務効率化を図るため、大田原市プロポーザル実施要綱（以下、「要

綱」という。）に基づくプロポーザル方式により事業者の選定を実施する。 

 

２．委託業務の概要 

（１）業務名 

大田原市公共施設予約システム構築業務 

（２）契約期間 

契約日から令和８年３月３１日まで 

（３）見積限度額（消費税及び地方消費税込） 

総額 １３，４２０，０００円 

（構築費用及びシステム使用料６０か月分の合計額） 

うち令和７年度 ４，６４２，０００円 

（４）担当部署 

〒３２４-８６４１ 栃木県大田原市本町１丁目４番１号 

大田原市 総合政策部 情報政策課 デジタル推進係 

電話 ：０２８７-２３-８９５９ / FAX：０２８７-２３-８７９８ 

Email ：jouhou@city.ohtawara.tochigi.jp 

問い合わせ：土曜日・日曜日・祝日を除く午前９時から午後５時まで 

 

３．プロポーザルの方式 

要綱第７条の規定による「公募型プロポーザル方式」により実施する。 

 

４．参加資格 

このプロポーザルに参加できる者は、次の要件を全て満たす法人とする。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４に規定のいず

れにも該当しないこと。 

（２）会社更生法（昭和１４年法律第１５４号）に基づく更生手続き開始の申立て

及び民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続き開始の申立

てがなされていないこと。 

（３）国税及び地方税を滞納していないこと。 

（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条に規定する者が役職就任や経営関与等を行っていないこと。 

（５）提案事業者自身、又は提案事業者に所属する事業者がＩＳＯ２７００１、Ｉ



 

 

ＳＭＳ認証又はプライバシーマークのいずれかを取得していること。 

※参加申請時に認証を取得していることがわかる書類を添付すること。 

（６）別紙１「機能要件等一覧」に必須機能を全て満たすこと。 

※本事業は、「新しい地方経済・生活環境創生交付金（デジタル実装型）」を

活用しており、デジタル庁が提供する「デジタル地方創生モデル仕様書」に

準拠する必要がある。別紙１「機能要件一覧」は「デジタル地方創生モデル

仕様書」を一部編集したものである。 

 

５．スケジュール 

公募開始 令和７年５月２８日（水） 

質問の受付 令和７年５月２８日（水）～ 

令和７年６月３日（火）午後５時必着 

質問の回答 令和７年６月６日（金） 

参加意向申出書提出期限 令和７年６月１２日（木）午後５時必着 

審査会（参加資格確認） 令和７年６月１７日（火） 

参加資格結果 令和７年６月１７日（火） 

提案書提出期限 令和７年７月２日（水）午後５時必着 

参加業者への審査会通知書の

送付 

令和７年７月４日（金） 

プレゼンテーション及びヒア

リング 

令和７年７月２３日（水） 

審査結果通知、公表 令和７年７月２５日（金） 

委託内容の調整 令和７年７月下旬 

見積り合わせ 令和７年８月上旬 

契約締結 令和７年８月上旬 

※都合により、期間等が変更になる場合がある。 

 

６．実施手順 

「５．スケジュール」に示した項目の詳細は、次のとおりとする。 

（１）質問書の提出 



 

 

① 提出期限 

令和７年６月３日（火）午後５時必着 

② 提出方法 

別紙「質問書」を電子メールにより提出すること。 

表題は「大田原市公共施設予約システム構築業務に関する公募型プロポーザ

ルに関する質問」とし、メールを送信した際は、担当へ電話で受信の確認をす

ること。 

③ 提出先 

「２(４)担当部署」の電子メールアドレス宛 

④ 質問書の回答 

提出のあった質問事項の全てを取りまとめ、令和７年６月６日（金）までに

市ホームページにて公表する。 

なお、質疑を行った事業者名は原則として公表しないものとする。 

また、事業者が特定できるような質問及び回答を公開することによって、特

定事業者に不利益が与えられると判断した質問には、その一部又は全部の公開

を制限する場合がある。 

（２）参加意向申出書の提出 

① 提出期限 

令和７年６月１２日（木）午後５時必着 

② 提出方法 

持参又は郵送（簡易書類郵便に限る） 

③ 提出書類 

ア 大田原市プロポーザル参加意向申出書（様式第１号：要綱第８条関係） 

イ 企業概要（任意様式） 

企業理念（経営方針）、創業年月日、従業員数、資本金、事業内容等 

※ 必要事項の記載があればパンフレット等でも可 

ウ 導入実績調書（任意様式） 

実績を記載したものを提出すること（匿名の記載については評価対象外と

なるため注意すること）。 

エ 国税及び住民税を滞納していないことを証する書類 

（参加意向申出書の提出日の属する年度を除く過去２年間） 

オ セキュリティ認証の写し（任意様式） 

ＩＳＯ２７００１又はＩＳＭＳ認証又はプライバシーマーク（一般財団法

人日本情報経済社会推進協会が認定）を証明する使用許諾書の写しもしくは

登録証の写しを提出すること。 

カ 別紙１「機能要件等一覧」 

必要事項を記入して提出すること。なお、本様式に記載する「必須機能」

をすべて満たす必要があることに注意すること。 



 

 

④ 提出先 

「２(４)担当部署」 

（３）提案書の提出 

① 提出期限 

令和７年７月２日（水）午後５時必着 

② 提出方法 

持参又は郵送 

③ 提出書類 

NO 提出書類 様式 
提出部数 

正本 副本 

１ 大田原市プロポーザル提案書 様式第４号 １ ７ 

２ 企画提案書 任意様式 １ ７ 

３ 
参考見積書 

※見積りの詳細も併せて提出する 
任意様式 １ ７ 

④ 企画提案書（任意様式）作成にあたっての留意事項 

・Ａ４版（必要に応じてＡ３版でも差支えないが、Ａ４版サイズに織り込むこ

と） 

・別紙「大田原市公共施設予約システム構築業務に関する公募型プロポーザル

評価基準」（基本要件）に記載の内容に従い、提案内容を記載すること。 

⑤ 提出先 

「２(４)担当部署」 

（４）審査会（プレゼンテーション・ヒアリング） 

① 期日 

令和７年７月２３日（水） 

② 場所 

大田原市役所 

③ 実施方法 

ア 参加者申込者の説明時間は４５分以内とする。 

イ プレゼンテーション後に審査会委員によるヒアリング（１５分程度）を実

施する。 

ウ プレゼンテーションに参加する説明者は５名以内とし、導入の際に本業務

を担当する者を最低１名参加させるものとする。 

エ プレゼンテーションを行う順番は提案書の受付順とする。 

オ プレゼンテーションについては、企画提案書に基づき行うものとする。 

カ プレゼンテーションは、大型のディスプレイを使用する。 

その際、ディスプレイ、電源は大田原市で準備し、それ以外にプレゼンテ

ーションに必要なパソコン等は、参加者が用意する。 

企画提案書のスライドおよび公共施設予約システムの実演のみ表示可能



 

 

とする。 

企画提案書を要約したものを表示することは可能とするが、企画提案書に

ない事項を表示することは認めない。 

（５）審査会（評価及び採点） 

提出された書類とプレゼンテーション・ヒアリングの状況を評価し採点を行

い、最高得点を得た者を受託候補者として特定する。ただし、最上位の点数の者

が複数ある場合には、別紙１「機能要件等一覧」の点数が高いほうを上位とする。 

なお、評価基準は、別紙「大田原市公共施設予約システム構築業務に関する公

募型プロポーザル評価基準」のとおりである。 

（６）審査結果の通知及び公表 

審査結果について、提案者全員に「大田原市プロポーザル審査結果通知書」（様

式第７号）により通知する。併せて、特定した受託候補者を市ホームページにお

いて公表する。 

 

７．その他の留意事項 

（１）プロポーザル参加に要する経費はすべて提案者の負担とする。 

（２）提案書提出後は、原則として提案書に記載された内容の変更を認めないものと

する。 

（３）提出書類等は返却しない。事業の提案に記載された内容及び個人情報は、当該

プロポーザルのみに使用し、大田原市情報公開条例（平成１３年条例第２号）及

び大田原市個人情報保護に関する法律施行条例（令和４年条例第３１号）に基づ

き、適正に管理するものとする。 

（４）提案書の著作権は、それぞれの製作者に帰属する。 

（５）市が配布する質問回答書その他の追加資料は、本プロポーザルの実施に関し、

この要領と一体のものとして扱う。 

 


